
 

令和７年度男鹿市一般会計補正予算（第６号）の概要について 
 

令和７年1 2月1 8日 

（単位：千円）  

一 予算規模                             

補 正 額 ３４４，７２２ 

補 正 後 の 規 模 １８，０６４，５２２ 

前年度12月補正後予算との対比 △６０２，６７８ 

 

  《補正予算の財源》 

一 般 財 源  ３４４，７２２ 

       繰 入 金 ３０８，５７７  

       繰 越 金 ３６，１４５  

 

（参考）財政調整基金現在高  １，１８４，１７０ 

 

 

 

 

 

 

 



 

二 補正予算の内容 

  今回の補正予算は、国の総合経済対策の一環として交付される物価高騰対応重点支援地方

創生臨時交付金（以下「重点支援地方交付金」という。）を活用し、物価高騰の影響を受けて

いる生活者や事業者を支援するための経費を計上した。 
  



 

Ⅰ 生活者支援 

(１) ○新物価高騰対策おが市民生活応援事業 ２２２，１９６ 

食料品を中心に物価高騰の影響が家計の負担になっていることから、その負担を軽減し消費

を下支えするとともに、市内店舗の利用促進を図り市内経済を活性化させるため、プレミアム

付商品券を発行する。 

また、特に家計への影響が大きい低所得世帯に対し、生活基盤の下支えとして給付金を給付

する。 

 

①市民応援プレミアム付商品券 118,500 千円 

 〇販 売 数 50,000 セット 

 〇プレミアム率 20％（1セット10千円 ⇒ 12千円） 

 〇プレミアム総額 100,000 千円 

 〇スケジュール 販売・利用期間 令和８年４月上旬から９月30日まで（予定） 

 〇そ の 他 繰越明許費設定 

②食品価格高騰給付金 103,696 千円 

 〇給付対象 5,150 世帯（住民税非課税世帯、均等割のみ課税世帯、家計急変世帯） 

 〇給 付 額 20 千円/世帯 

 〇スケジュール 令和８年１月８日 支給通知、確認書送付 

           １月29日 支給開始 

           ３月13日 受付終了 

※①②ともに一般財源（重点支援地方交付金充当） 

 

 



 

Ⅱ 事業者支援 

(１)○新町内会活動支援事業 ２，４７１ 

エネルギー価格の高騰により町内会が使用する集会施設の光熱費等の負担が増していること

から、各世帯に負担が転嫁されることなく安定的な地域活動を促進するため、町内会等に支援

金を給付する。 

 

〇補助対象 集会施設を維持管理し光熱費を負担している町内会等 

〇補 助 額 20 千円/町内会 

〇スケジュール 令和８年１月上旬 申請通知送付 

          １月29日 支給開始 

          ３月13日 受付終了 

〇財 源 一般財源（重点支援地方交付金充当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(２) ○拡宿泊施設経営力強化支援事業 １５，５００ 

物価高騰により宿泊業を取り巻く経営環境が厳しい状況にあることから、宿泊事業者が行う

インバウンドを含む冬季誘客の促進や人材確保のための設備投資等の取組に対し補助金を交付

する。（県事業上乗せ） 

 

〇補助対象 市内宿泊事業者 

〇補助内容 ①付加価値の高いサービス提供のための施設改修や設備導入（継続） 

      ②スタッフの宿舎、寮等の整備及びシャワー室、休憩等の環境整備（継続） 

      ③ウェブサイト等の多言語化、フェンス改修等の環境改善に資する整備（新規）

〇補 助 率 ①市 1/4、上限 3,750 千円（県 1/2、上限 7,500 千円） 

      ②市 1/4、上限 3,000 千円（県 1/2、上限 6,000 千円） 

      ③市 1/4、上限  5 0 0千円（県 1/2、上限 1,000 千円） 

〇財 源 一般財源（重点支援地方交付金充当） 

〇そ の 他 ・令和６年度一般会計補正予算第９号（令和７年度繰越分 33,840 千円）の  

追加補正 

・繰越明許費設定 

 

 

 

 

 

 



 

(３) ○継中小企業省エネ対策等支援事業 ２５，０００ 

長引く物価高騰の中、中小企業の新たな取組や高効率等に資する設備の導入・更新に対し助

成することで、賃上げの原資確保や経営基盤の強化に取り組む企業を支援する。 

 

〇補助対象 市内に事業拠点を有する中小企業者 

〇補助内容 ①新規導入設備 

生産性向上に資する設備や新たな取組に必要な設備の導入費用 

（給与支給総額及び初任給が年率平均 1.5％以上増加する３年以上の事業計画 

を有する場合） 

      ②更新設備 

       省エネまたは高効率効果が既存設備と比較し５％以上の設備への更新費用 

〇補 助 率 市 2/3 

限度額：製造業   上限 2,000 千円（下限 200 千円） 

製造業以外 上限 1,000 千円（下限 100 千円） 

〇財 源 一般財源（重点支援地方交付金充当） 

〇そ の 他 ・令和６年度一般会計補正予算第９号（令和７年度繰越分 15,000 千円）及び

令和７年度一般会計補正予算第１号（25,000 千円）の追加補正 

・繰越明許費設定 

 

 

 

 



 

(４) ○継スマート農機導入支援事業 ３０，０００ 

物価高騰による負担軽減と稲作経営の安定を図るため、省エネや作業の効率化に資するスマ

ート農機の導入費用の一部に対し助成する。 

 

〇補助対象 認定農業者等（水稲作付面積が概ね20ha 以上30ha 未満） 

〇補助内容 省エネや作業効率化に資するスマート農機 

〇補 助 率 市 1/2（上限 5,000 千円） 

〇財 源 一般財源（重点支援地方交付金充当） 

〇そ の 他 ・令和７年度一般会計補正予算第１号（10,500 千円）の追加補正 

・繰越明許費設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

(５) ○拡畜産経営安定緊急対策事業 ６，１４０ 

物価高騰の影響に加え、枝肉価格が低迷している畜産農家に対し、再生産に必要な素牛導入

及び子牛出荷に係る費用の一部を助成する。（県事業上乗せ、一部市単独） 

 

〇補助対象 畜産農家 

〇補助内容 ①肥育経営の素牛導入経費（県事業上乗せ） 

      ②繁殖経営の子牛出荷経費（県事業上乗せ） 

      ③酪農農家の粗飼料経費（市単独） 

〇補 助 率 ①黒毛和種：15千円/頭（県30千円/頭） 

交雑種 ：10千円/頭（市単独） 

      ②家畜市場に出荷した子牛：15千円/頭（県30千円/頭） 

      ③粗飼料購入量：３千円/トン（市単独） 

〇財 源 一般財源（重点支援地方交付金充当） 

〇そ の 他 ・令和６年度一般会計補正予算第９号（令和７年度繰越分 6,900 千円）の 

追加補正 

・繰越明許費設定 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

(６)○継漁業経営緊急設備導入支援事業 ２，５００ 

物価高騰の影響により収益力が低下している漁業者等に対し、燃費・生産性向上が図られる

機器や施設整備に係る経費の一部を助成する。（県協調事業） 

 

〇補助対象 漁業者、漁業法人、漁業者団体等 

〇補助内容 省エネ・燃費向上が図られる機器や施設整備等の導入経費 

〇補 助 率 県 1/2、市 1/6 

〇財 源 一般財源（重点支援地方交付金充当） 

〇そ の 他 ・令和６年度一般会計補正予算第９号（令和７年度繰越分 6,600 千円）の 

       追加補正 

・繰越明許費設定 

 



 

Ⅲ 子育て支援 

(１)○新物価高対応子育て応援手当給付事業 ４０，９１５ 

物価高騰の影響を強く受けている子育て世帯の生活を支援するため、応援手当を給付する。  

〇基 準 日 令和７年９月 30 日 

〇給付対象 ①令和７年９月分の児童手当に係る児童 

      ②基準日の翌日から令和８年３月 31 日までの間に出生した児童 

〇給 付 額 児童一人当たり20千円 

〇対象児童 ①1,983 人 

      ②17 人 

〇スケジュール 令和８年２月上旬 支給通知・確認書発送 

          ２月下旬 給付開始 

          ３月31日 受付終了 

〇財 源 一般財源（物価高対応子育て応援手当交付金（仮称）充当） 

〇そ の 他 繰越明許費設定 

 

 


